
【防災の日／防災週間】　９月１日は防災の日です。また、この日を含む１週間（８月30日〜９月５日）は「防
災週間」に定められています。近年では、大企業を中心に防災対策として BCP（事業継続計画）を策定し
ている企業も少なくありません。内閣府の調査（平成 29 年度）によれば、大企業で６割、中堅企業でも３
割がBCPを策定しており、その記載項目でもっとも多いのが「従業員の安全確保」でした。また、中小企業
庁のBCP策定運用指針では安否確認の方法として、災害時の緊急連絡網の整備や災害伝言ダイヤル・災害伝
言サービスの活用を挙げています。今年も６月に起きた大阪府北部の地震や７月の西日本の豪雨をはじめ、
自然災害による被害が相次いでいます。もしものときの会社の備えを、見直してみてはいかがでしょうか。

20189September

平成30年９月号

働き方改革法における
時間外労働などの改正点
個人年金「iDeCo」に
企業が上乗せ拠出する新制度

TOPIC1

TOPIC2

サンプル
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き
方
改
革
法
（
働
き
方
改
革

を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法

律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
）

が
７
月
６
日
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
法
律
は
、
①
働
き
方
改
革
の
総

合
的
か
つ
継
続
的
な
推
進
、
②
長
時
間

労
働
の
是
正
、
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方

の
実
現
等
、
③
雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら

な
い
公
正
な
待
遇
の
確
保
の
３
つ
を
柱

に
、
労
働
基
準
法
、
労
働
契
約
法
、
労

働
者
派
遣
法
な
ど
の
８
つ
の
法
律
を
一

括
し
て
改
正
し
た
も
の
で
す
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
の
改
正
内
容
に

よ
っ
て
、
施
行
時
期
は
異
な
り
ま
す
が
、

企
業
と
し
て
は
、
そ
れ
ら
の
施
行
時
期

に
合
わ
せ
て
働
き
方
の
見
直
し
を
検
討

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

現
在
、
時
間
外
労
働
の
上
限
に
つ
い

て
は
、
告
示
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
月

45
時
間
、
年
間
３
６
０
時
間
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
し
か
し
、
臨
時
的
な
特
別
の

事
情
が
あ
る
場
合
に
は
、「
特
別
条
項
付

き
３
６
協
定
」
を
締
結
す
る
こ
と
に
よ

り
、
実
質
的
に
は
上
限
な
く
限
度
時
間

を
超
え
て
労
働
者
を
働
か
せ
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
前

述
の
時
間
外
労
働
の
上
限
時
間
を
告
示

で
は
な
く
法
律
と
し
て
定
め
、
違
反
に

対
し
て
は
罰
則
（
６
ヵ
月
以
下
の
懲
役

ま
た
は
30
万
円
以
下
の
罰
金
）
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
あ

る
場
合
で
も
年
間
７
２
０
時
間
、
単
月

１
０
０
時
間
未
満
（
休
日
労
働
含
む
）、

複
数
月
平
均
80
時
間（
同
）を
限
度
と
し
、

年
間
６
ヵ
月
を
限
度
と
す
る
制
限
が
設

働き方改革法が成立し、
時間外労働や年次有給休暇などについて改正されました。

今後、各改正の施行時期に合わせて企業は対応を求められることになります。

来年４月以降に対応が求められる
時間外労働などの改正点

　成立した働き方改革法でこう変わる

時
間
外
労
働
の

上
限
規
制
の
導
入

中
小
企
業
の

時
間
外
労
働
割
増
率

年
次
有
給
休
暇
の

強
制
付
与

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル

制
度
の
創
設

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル

制
度
の
普
及
促
進

今 月 の 恒 例 行 事  ・ 出 来 事 カ レ ン ダ ー

障害者雇用支援月間

自殺予防週間

健康増進普及月間

2018.9 September

2018.9 September

9/1~30

9/10 ~16

9/1~30

事業者はもちろん、広く一般国民にも障害者雇用の
機運を醸成し、障害者の職業的自立を支援するため、
厚生労働省や独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構などが、啓発活動を行っています。

平成28年に施行された改正自殺対策基本法において、
この期間が「自殺予防週間」として新たに規定され
ました。職場のメンタルヘルスを見直す機会に。

生活習慣病の理解や健康づくりを促進するため、９月
を健康増進普及月間として定め、厚生労働省や各都道
府県が、さまざまな行事を実施しています。

法律

TOPIC
1

働

残業時間の上限導入

年次有給休暇の取得義務

割増賃金率の猶予措置廃止

勤務間インターバル制度

高度プロフェッショナル制度

産業医の機能強化

同一労働同一賃金

2019年４月

2020年４月

2019年４月

2019年４月

2019年４月

2019年４月

2020年４月

2021年４月

2023年４月

改正項目

法律による上限（原則）

法律による上限（原則） 特別の事情がある場合の
法律による上限（原則）

法定労働時間

１年間（12ヵ月）

１ヵ月45時間
１年360時間

・年720時間
・複数月平均80時間
　（休日労働含む）
・月100時間未満
　（休日労働含む）
・年間６ヵ月まで

１日８時間
１週40時間

大企業 中小企業

な
っ
て
い
ま
す
が
、
中
小
企
業
に
つ
い

て
は
こ
れ
ま
で
猶
予
措
置
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
し
た
。
こ
の
措
置
が
２
０
２
３

年
３
月
31
日
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

年
次
有
給
休
暇
は
所
定
労
働
日
数
に

対
す
る
出
勤
率
８
割
以
上
の
労
働
者

に
対
し
て
、
勤
続
年
数
に
応
じ
て
最
低

10
日
、
最
高
20
日
を
限
度
と
し
て
与
え

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
我
が
国
の

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率
は
５
割
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
会
社
は
１
年

間
に
10
日
以
上
有
給
休
暇
を
付
与
す
る

労
働
者
に
対
し
て
、
そ
の
付
与
し
た
１

年
間
に
５
日
を
取
得
時
季
を
指
定
し
て

与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。
た
だ
し
、
労
働
者
の
意
思
で

５
日
以
上
取
得
し
て
い
る
場
合
と
、
計

画
的
付
与
の
採
用
に
よ
り
５
日
以
上
与

え
る
時
季
が
決
定
し
て
い
る
場
合
は
こ

の
制
度
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

他
方
、
労
働
者
が
自
分
の
意
思
で
取

得
し
た
日
数
や
計
画
的
付
与
の
日
数
が

５
日
未
満
の
場
合
に
は
、
５
日
に
達
す

る
ま
で
会
社
は
強
制
取
得
さ
せ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

け
ら
れ
ま
し
た
（
左
図
参
照
）。

　

原
則
と
し
て
、
労
働
者
に
法
定
労
働

時
間
（
週
40
時
間
、
１
日
８
時
間
）
を

超
え
て
労
働
さ
せ
た
場
合
に
は
、
１
時

間
に
つ
き
２
割
５
分
以
上
の
割
増
賃
金

を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
さ

ら
に
大
企
業
で
は
１
ヵ
月
60
時
間
を
超

え
る
と
、
こ
の
割
増
率
は
５
割
以
上
と

　

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
は
、

高
度
の
専
門
的
知
識
を
必
要
と
す
る
業

務
（
研
究
開
発
や
金
融
デ
ィ
ー
ラ
ー
、

フ
ァ
ン
ド
マ
ネ
ジ
ャ
ー
な
ど
）
に
従
事

し
、
職
務
の
範
囲
が
明
確
で
一
定
の
年

収
（
年
収
１
０
７
５
万
円
以
上
を
想
定
）

を
有
す
る
労
働
者
を
対
象
と
し
て
い
ま

す
。
時
間
外
労
働
、
深
夜
労
働
、
休
日

労
働
な
ど
が
適
用
除
外
と
な
り
、
そ
れ

に
と
も
な
う
手
当
が
出
な
い
仕
組
み
の

働
き
方
で
す
。

　

適
用
に
あ
た
っ
て
は
委
員
会
を
設
置

し
、
一
定
事
項
に
つ
い
て
委
員
の
５
分

の
４
以
上
の
決
議
と
適
用
労
働
者
の
同

意
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
年
間

１
０
４
日
か
つ
４
週
４
日
以
上
の
休
日

の
確
保
の
ほ
か
、
一
定
の
健
康
確
保
措

置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
と
は
、

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
被
害
予
防
の
た

め
、
前
日
の
終
業
時
刻
と
翌
日
の
始
業

時
刻
の
間
に
一
定
時
間
の
休
息
の
確
保

を
企
業
の
努
力
義
務
と
す
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
労
働
時
間
の
状
況
を
省

令
で
定
め
る
方
法
（
使
用
者
の
現
認
や

客
観
的
な
方
法
に
よ
る
把
握
を
原
則
と

す
る
）
に
よ
り
把
握
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
す
る
労
働
安
全
衛
生
法
の

改
正
や
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
に
関
す

る
改
正
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、
あ
ら
た

め
て
解
説
す
る
こ
と
に
し
ま
す
。

　

な
お
、
各
法
律
の
施
行
時
期
を
ま
と

め
る
と
左
表
の
と
お
り
で
す
。

【表】各法律の施行時期

【図】時間外労働の上限規制 サンプル
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本
は
世
界
有
数
の
長
寿
国
と

い
わ
れ
て
い
ま
す
。「
平
成
29

年
簡
易
生
命
表
」（
厚
生
労
働

省
）
の
調
査
で
、
現
在
65
歳
の
人
の
平

均
余
命
は
、
男
性
が
19
・
５
７
歳
、
女

性
が
24
・
４
３
歳
。
女
性
は
、
65
歳
以

降
の
生
活
が
20
年
以
上
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
高
齢
者
世
帯
１
ヵ
月
の
生
活
費
の

平
均
は
実
収
入
よ
り
も
高
い
と
い
う

デ
ー
タ
（
総
務
省
統
計
局
）
も
あ
り
、

退
職
金
や
企
業
年
金
も
含
め
て
老
後
の

資
金
を
考
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

i
D
e
C
o
は
、
平
成
13
年
に
施
行

さ
れ
た
確
定
拠
出
年
金
法
に
基
づ
い
て

実
施
さ
れ
た
私
的
年
金
の
制
度
で
す
。

加
入
対
象
者
は
、
20
歳
以
上
60
歳
未
満

の
方
を
原
則
と
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
５
月
よ
り
、
中
小
事
業
主

掛
金
納
付
制
度
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

　公益財団法人日本生産性本部と一般社団法人日本経
済青年協議会では６月21日、平成30年度の新入社員を
対象に実施した「働くことの意識」調査結果を発表（同
調査は昭和44年度から実施）。「働く目的」については、
昨年同様に「楽しい生活がしたい」（41.1％）が過去
最高水準でトップ。また、「人並み以上に働きたいか」
という質問でも、「人並みで十分」が61.6％と過去最
高を更新しています。ちなみに「人並み以上に働きた
い」という回答は約半数の31.3％でした。

　労働者派遣法の改正（平成27年９月30日施行）から、
９月30日で３年が経過します。同改正では、同一の
事業所が労働者派遣の受け入れを行うことができる期
間を原則３年とし、同一の組織単位（いわゆる課など）
においても３年が上限となりました。このため、改正
後に締結、更新された労働者派遣契約においては今後、
上限の３年を迎えることになるため、労働者派遣を受
け入れている事業所では、対応を求められることにな
ります（次号でも掲載予定）。

 「セルフ・キャリアドック」とは、企業がキャリアコ
ンサルティングとキャリア研修などを組み合わせて、
従業員のキャリア形成を促進・支援する取り組み。厚
生労働省ではこれにより、従業員のモチベーションや
定着率が向上し、企業の生産性の向上が期待できると
しています。その導入を検討する企業に無料でアドバ
イスなどを行う拠点が６月20日、東京と大阪に開設さ
れました。詳しくは厚生労働省の導入支援サイトを参
照ください（http://selfcareerdock.mhlw.go.jp）。

　神戸市の洋菓子メーカーに勤務し、一昨年自殺した
男性について、西宮労働基準監督署が今年６月、上司
のパワハラや長時間労働による過労死として労災認定。
弁護士ら遺族側が７月５日に記者会見を行い、明らか
になりました。報道によると、男性は日常的に上司か
ら暴言を吐かれるなどのパワハラを受けていたほか、
数ヵ月連続で月80時間以上の残業を行っていた時期も
あるということで、自殺はこれらが原因となってうつ
状態になったためとして、労災が認定されています。

　厚生労働省は６月27日、「平成29年度個別労働紛争解
決制度の施行状況」を公表しました。昨年度のこの制度
における総合労働相談の件数は、昨年よりも減少してい
るものの、110万4758件（前年度比 2.3％減）と 10年
連続で100万件を超え、高止まりの傾向が見られます。
このうち、「民事上の個別労働紛争の相談件数」は、23
万 3005 件（同 1.0％減）で、相談内容については、「い
じめ・嫌がらせ」が、７万2067件（同 1.6％増）と、６
年連続のトップでした。

　今年度より、所得拡大促進税制による税額控除（法人
税額の20％を限度）の要件が改正され、平均給与等支
給額が前年度よりも増えているだけでなく、「前年度比
で 1.5％以上増加」とする要件が追加されました。また、
税額控除の上乗せ要件も、前年度比で 2.5％以上増加に
変更されたほか、「教育訓練費が対前年度比 10％以上増
加」または「認定を受けた経営力向上計画に基づいた経
営力向上」が追加されています。この制度は、平成 30
年４月から４年間に開始する事業年度に適用されます。

労働基準監督署が労災認定
パワハラによる自殺は過労死

新入社員「働くことの意識」調査結果
過去最高の６割以上が「人並みで十分」

９月30日で労働者派遣法の改正から３年
上限３年を迎える派遣契約への対応

厚生労働省が東京と大阪に開設
セルフ・キャリアドック導入の支援拠点

平成29年度個別労働紛争解決制度の施行状況
トップは６年連続「いじめ・嫌がらせ」

今年度より所得拡大促進税制が改正
税額控除の要件は賃上げ1.5％以上に
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老
後
に
備
え
る
私
的
年
金
「
i
D
e
C
o
」（
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
）
に
５
月
か
ら
、

中
小
事
業
主
が
掛
金
を
上
乗
せ
し
て
納
付
し
、
従
業
員
の
老
後
を
支
援
で
き
る
制
度
が
始
ま
り
ま
し
た
。

中
小
事
業
主
が
掛
金
を
上
乗
せ
で
き
る
制
度
が
新
設

長
寿
化
す
る
老
後
に
備
え
る
、
も
う
ひ
と
つ
の
年
金
「
i
D
e
C
o
」

制度

2018.9 September

こ
れ
は
、
i
D
e
C
o
に
加
入
し
て
い

る
従
業
員
の
加
入
者
掛
金
に
、
中
小
事

業
主
が
中
小
事
業
主
掛
金
を
上
乗
せ
し

て
拠
出
で
き
る
制
度
で
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
企
業
年
金
を
実
施
し
て
い
な
い
中

小
企
業
で
も
、
従
業
員
の
老
後
の
所
得

獲
得
を
支
援
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。

　

実
施
で
き
る
事
業
主
は
、
以
下
の
①

〜
③
の
要
件
す
べ
て
を
満
た
す
必
要
が

あ
り
ま
す
。
①
従
業
員
（
使
用
す
る
第

１
号
厚
生
年
金
被
保
険
者
）
が
１
０
０

名
以
下
で
あ
る
こ
と
。
②
企
業
型
確
定

拠
出
年
金
、
確
定
給
付
企
業
年
金
、
厚

生
年
金
基
金
の
い
ず
れ
も
実
施
し
て
い

な
い
こ
と
。
③
従
業
員
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
と
き
は
そ
の

労
働
組
合
、
労
働
組
合
が
な
い
と
き
は

従
業
員
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
に
中

小
事
業
主
掛
金
を
実
施
す
る
こ
と
に
つ

い
て
の
同
意
を
得
る
こ
と
。

　

こ
の
制
度
は
拠
出
対
象
者
と
な
る
従

業
員
が
加
入
者
と
な
り
、
拠
出
し
て
い

る
加
入
者
掛
金
に
対
し
て
中
小
事
業
主

が
上
乗
せ
し
て
拠
出
す
る
仕
組
み
で
す
。

i
D
e
C
o
未
加
入
者
の
従
業
員
に
対

し
て
中
小
事
業
主
掛
金
の
み
を
拠
出
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

中
小
事
業
主
掛
金
の
額
は
、
一
定
の

資
格
（
職
種
、
勤
続
期
間
）
ご
と
に
定

め
る
こ
と
が
可
能
で
す
。
定
め
た
資
格

内
に
お
い
て
は
、
同
一
額
の
中
小
事
業

主
掛
金
と
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

加
入
者
掛
金
と
中
小
事
業
主
掛
金

の
合
計
額
は
月
５
０
０
０
円
以
上

２
万
３
０
０
０
円
以
下
で
、
そ
れ
ぞ
れ

１
０
０
０
円
単
位
で
決
め
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
中
小
事
業
主
掛
金
の
額
の
変

更
は
、
労
使
合
意
の
も
と
に
12
月
～
翌

11
月
の
間
に
１
回
の
み
行
え
ま
す
。

　

加
入
者
掛
金
と
中
小
事
業
主
掛
金
を

中
小
事
業
主
が
取
り
ま
と
め
て
納
付（
事

業
主
払
込
）
し
ま
す
。
中
小
事
業
主
掛

金
は
、
加
入
者
掛
金
を
納
付
す
る
時
期

と
同
じ
時
期
に
納
付
し
ま
す
。
掛
金
の

前
納
お
よ
び
追
納
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

受
け
取
り
方
法
は
以
下
の
３
つ
で
す
。

①
一
時
金
と
し
て
一
括
で
受
け
取
る
。

②
年
金
と
し
て
５
年
以
上
20
年
以
下
の

期
間
で
受
け
取
る
。
③
一
部
を
一
時
金

で
一
部
を
年
金
で
受
け
取
る
。

　

加
入
者
掛
金
は
、小
規
模
企
業
共
済
掛

金
控
除
と
し
て
、本
人
の
所
得
か
ら
控
除

で
き
ま
す
。
中
小
事
業
主
掛
金
は
企
業

が
負
担
す
る
支
出
と
し
て
、
損
金
に
算

入
で
き
ま
す
。
こ
の
制
度
を
従
業
員
の

た
め
に
導
入
し
よ
う
と
す
る
中
小
企
業

主
は
労
使
合
意
後
に
必
要
な
事
項（
対
象

従
業
員
、中
小
事
業
主
掛
金
な
ど
）を
地

方
厚
生（
支
）局
お
よ
び
国
民
年
金
基
金

連
合
会
に
届
け
出
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

TOPIC
2

日中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度

掛
金
の
拠
出
方
法

税
法
上
の
取
り
扱
い

掛
金
の
納
付
方
法

掛
金
の
受
け
取
り
方
法

掛
金
の
決
定
お
よ
び
変
更

サンプル
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厚
生
労
働
省
が
７
月
６
日
に
発
表
し

た
平
成
29
年
度
「
過
労
死
等
の
労
災
補

償
状
況
」
に
よ
る
と
、
精
神
障
害
に
関

す
る
労
災
請
求
件
数
は
１
７
３
２
件（
う

ち
女
性
６
８
９
件
）。
う
ち
自
殺
（
未

遂
含
む
）
は
、
２
２
１
件
（
同
14
件
）

で
し
た
。
請
求
件
数
・
決
定
件
数
と
も

に
増
加
傾
向
に
あ
り
、
請
求
件
数
が

１
４
０
９
件
（
同
５
３
２
件
）
だ
っ
た

平
成
25
年
度
と
比
べ
る
と
、
３
０
０
件

以
上
増
え
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

請
求
件
数
に
対
す
る
決
定
件
数
は

１
５
４
５
件
（
同
６
０
５
件
）
で
、
う

ち
支
給
決
定
件
数
は
５
０
６
件
（
同

１
６
０
件
）
で
認
定
率
は
32
・
８
％
（
同

26
・
４
％
）
と
い
う
状
況
で
し
た
。

精
神
障
害
の
請
求
件
数
が
多
い
業
種

の
上
位
は
、「
社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・

介
護
事
業
」
が
１
７
４
件
（
同
１
２
７

件
）、「
医
療
業
」
が
１
３
９
件
（
同

１
０
１
件
）、「
道
路
貨
物
運
送
業
」
が

84
件
（
同
13
件
）。
請
求
件
数
の
多
い
職

種
の
上
位
は
、「
一
般
事
務
従
事
者
」
が

２
２
２
件
（
同
１
３
６
件
）、「
営
業
職

業
従
事
者
」
が
１
２
２
件
（
同
31
件
）、

「
商
品
販
売
従
事
者
」
が
96
件
（
同
55
件
）

で
す
（
下
表
参
照
）。

　

都
道
府
県
別
で
は
請
求
件
数
で
東
京

都
が
３
３
２
件
（
同
１
２
７
件
）
と
最

多
で
、次
に
多
い
大
阪
府
１
６
２
件
（
同

63
件
）
の
約
２
倍
。
そ
の
ほ
か
、
神
奈

川
県
の
１
２
９
件
（
同
39
件
）
な
ど
都

市
部
ほ
ど
高
い
傾
向
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
同
調
査
で
は
、
裁
量
労
働
制

対
象
者
に
関
す
る
労
災
の
決
定
件
数
も

ま
と
め
て
お
り
、
平
成
29
年
度
の
精
神

障
害
に
関
す
る
事
案
の
決
定
件
数
は
、

19
件（
同
９
件
）で
、前
年
度
の
２
件（
同

０
件
）
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
ま
す
。

最
近
、
パ
ワ
ハ
ラ
を
原
因
と
す
る
う
つ
病
に
よ
る
自
殺
が
過
労
死
と
し
て
労
災
認
定
さ
れ
、
ニ
ュ
ー
ス
に
な
り
ま
し
た
（
前
ペ
ー
ジ
参
照
）。

こ
こ
で
は
「
過
労
死
等
の
労
災
補
償
状
況
」
の
な
か
か
ら
、
精
神
障
害
の
労
災
に
つ
い
て
見
て
み
ま
す
。

精
神
障
害
に
関
す
る
労
災
の
請
求
件
数
が
増
加
中

４
年
前
に
比
べ
て

３
０
０
件
以
上
増
加

厚
生
労
働
省
が
平
成
29
年
度「
過
労
死
等
の
労
災
補
償
状
況
」を
発
表

Q

Q

労務の
お悩み相談室 A&

労働基準法上、使用者と労働者の間で締
結が必要とされる協定などにはさまざま
なものがあります。その代表的なものが

「時間外及び休日労働に関する協定」（いわゆる
36協定）です。
　使用者が労働者とこれらの協定を結ぶにあ
たっては、労働者の過半数で組織する労働組合
がある場合にはその労働組合、労働者の過半数
で組織する労働組合がない場合には労働者の過
半数を代表する者と結ばなければなりません。
　したがって、貴社の場合は、労働者の過半数
代表者を選ばなければなりませんが、会社はこ
の選任にあたって、代表となる者を指名したり、
会社が選定した候補のなかから選任を求めるな
どの関与をしてはなりません。
　つまり、上記の相談の内容については認めら
れないことになります。
　過半数代表者の選出方法は、過半数代表者を
選出することを明らかにして実施される投票、
挙手などの方法（労働者の話し合い、持ち回り
決議、その他労働者の過半数が当該者の選任を
支持していることが明確になる民主的な手続き）

により選出された者でなければなりません（労
基則第6条第1項第2号、平成11年3月31日基発第
169号）。最近は社内ネットワークの整備も進ん
でいますので、過半数代表の選出目的、立候補
者名、選任期日などを明確にして信任投票を行
うことも可能です。
　なお、労働基準法第41条第2号に該当する管
理監督者（一般的には部長、工場長など、労働
条件の決定その他労務管理について経営者と一
体的な立場にある者）は過半数代表者となるこ
とはできません。また、社員親睦会などの代表
者が過半数代表者となることも、36協定とは目
的が異なりますので不適当となります。
　また、過半数代表の選任にあたり、この過半
数の範囲には、管理職、パートタイマー、アル
バイト、契約社員など在籍するすべての労働者
を含みます。また、出向者については時間外労
働などを命じるのは出向先ですので、過半数に
含まれることになります。
　なお、管理職は過半数代表者にはなれません
が、過半数代表者を選ぶ権利はもっていること
になります。

労働者の過半数代表を会社で選べますか？

会社は代表者の選任に関与できません。
投票などによる選任手続きが必要です。

 「時間外及び休日労働に関する協定」を結んで労働基準監督署に

届け出る場合に、労働組合のない当社では、従業員の過半数を代

表する者を選任しなければなりませんが、当社は中小企業で従

業員も少なく、なかなか代表になろうという者がおりません。会

社側で選んだ従業員を過半数代表としても届け出には問題ないで

しょうか。

統計

今月の相談

今 月 の ポ イ ン ト

2018.9 September

COLUMN

A

【表】精神障害の請求件数の多い業種と職種（上位15種）※平成29年度

請求件数の多い業種 請求件数の多い職種

社会保険・社会福祉・介護事業

医療業

道路貨物運送業

情報サービス業

総合工事業

輸送用機械器具製造業

食料品製造業

その他の小売業

飲食店

その他の事業サービス業

各種商品小売業

機械器具小売業

設備工事業

道路旅客運送業

専門サービス業（他に分類されないもの）

一般事務従事者

営業職業従事者

商品販売従事者

自動車運転従事者

製品製造・加工処理従事者（金属製品除く）

介護サービス職業従事者

保健師、助産師、看護師

情報処理・通信技術者

法人・団体管理職員

接客・給仕職業従事者

社会福祉専門職業従事者

製品製造・加工処理従事者（金属製品）

建築・土木・測量技術者

飲食物調理従事者

営業・販売事務従事者

業種 職種請求件数 請求件数

174（127）〈９（３）〉

139（101）〈7（2）〉

84（13）〈9（0）〉

69（19）〈7（0）〉

65（９）〈17（0）〉

56（12）〈6（0）〉

50（17）〈6（0）〉

50（22）〈5（0）〉

50（24）〈8（0）〉

49（16）〈4（0）〉

47（30）〈3（1）〉

34（4）〈8（0）〉

33（１）〈12（0）〉

32（2）〈5（0）〉

31（18）〈4（0）〉

222（136）〈17（1）〉

122（31）〈27（0）〉

96（55）〈11（1）〉

94（8）〈12（0）〉

93（31）〈9（1）〉

74（54）〈1（1）〉

74（68）〈4（2）〉

71（12）〈12（0）〉

62（10）〈11（0）〉

49（31）〈4（0）〉

48（39）〈3（1）〉

44（２）〈6（0）〉

42（5）〈14（0）〉

40（13）〈6（0）〉

34（18）〈3（1）〉

※（ ）内は女性の件数の内数、〈 〉内は自殺（未遂含）

サンプル
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　９月は健康増進普及月間であると
同時に、厚生労働省では「職場の健康
診断実施強化月間」と位置づけ、都
道府県を通して指導を行っています。
労働安全衛生法に基づき、事業者に
は、正社員に対する一般健康診断の実施が義務付けられてお
り、パートタイム労働者※に対しても、正社員の週所定労働時
間（以下＝所定時間）の４分の３以上働く者には実施が義務
付けられています。また、所定時間２分の１以上４分の３未
満のパートタイム労働者に対しても、法令上の実施義務規定
はないものの「実施が望ましい」とされています。
　厚生労働省が平成 26 年に行った調査によれば、事業所に
おける従業員に対する定期健康診断の実施状況は、「パート
タイム労働者を含む労働者を対象に実施」している事業所が
85.9％、「正社員のみを対象に実施」が 11.7％、「実施していない」
が 2.4％という結果でした。また、パートタイム労働者の健康
診断の受診割合は、所定時間４分の３以上の者で 91.8％、２分
の１以上４分の３未満の者では 72.1％となっています。一方、
パートタイム労働者に、「勤務先に実施して欲しい健康管理・
健康増進の取組」について聞いたところ、「定期健康診断」と
いう回答が 36.2％ともっとも高く、実施を望む声が多いことが
わかります。ちなみにこの調査の際、特定日時に健康診断が
実施されたため受診できないパートタイム労働者がいたケー
スや、「支払うことが望ましい」とされている健康診断の実施
時間分の給与が支払われていないケースが確認されています。
　ところで、もし実施義務に該当する従業員が健康診断の受診
を拒否したら会社はどうすればいいのでしょうか。この場合、
従業員も受診義務を負っているため、会社は受診命令に従わ
ない従業員に対して懲戒処分を行うことが認められています。
また、受診を拒否した従業員は、もし後に健康障害が見つかっ
たとしても、会社に対して安全配慮義務違反に基づく損害賠
償請求を行う際、過失相殺の対象となる可能性があります。

仕 事 と 健 康

2018年（平成30年）９月号

パートタイム労働者にも健康診断を

※１週間の所定労働時間が正社員に比べて短い労働者

サンプル




